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前回定例会（平成２５年９月４日）以降の主な動き 

 

 

平成２５年１０月２日  

  資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  

 柏崎刈羽地域担当官事務所 

１．原子力・エネルギー政策の見直し 

（１）エネルギー基本計画の策定 

総合資源エネルギー調査会基本政策分科会 

第３回【９月４日開催】、第４回【９月１７日開催】、第５回【９月２４日開催】 

原発事故後の国のエネルギー政策を年内に定めるため議論を継続中。 

第３回では再生可能エネルギーを巡る情勢、原子力政策の課題等について 

第４回では中長期的な資源確保戦略等について 

第５回では電力システム改革、エネルギー産業構造の展望等について 

それぞれ議論。 

第６回は消費面、需要面から見たエネルギー政策のあり方について１０月２日

に開催予定 

 

（２）電力システム改革 

   電力システム改革に関する制度設計ＷＧ（第２回）【９月１９日開催】 

電力システム改革の具体的な制度設計に関する検討・審議を行うためのＷＧ 

第２回では小売全面自由化制度、供給力確保策、ルール整備等を検討。 

 

 

２．核燃料サイクル関係 

（１）高レベル放射性廃棄物の最終処分計画見直し 

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会放射性廃棄物ＷＧ（第３回） 

【９月２０日開催】 

停滞している高レベル放射性廃棄物の最終処分のあり方について本年５月

より検討。第３回では現世代としての取組みのあり方について議論。 

 

 

３．福島第一原子力発電所汚染水処理対策関係 

（１）汚染水対策現地調整会議（第１回）【９月９日開催】 

政府原子力災害対策本部下に設置した会議。汚染水問題について現地におけ

る政府機関、東京電力等関係者の情報共有、連携を強化し、対策の具体的な進

め方について検討を行う。議長は赤羽経産副大臣。 

 

（２）廃炉・汚染水対策関係閣僚会議（第１回）【９月１０日開催】 

政府原子力災害対策本部下に設置した関係閣僚会議。廃炉・汚染水問題の根

本的な解決に向けて、事業者任せではなく政府が総力を挙げて取り組むために
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設置。議長は菅官房長官。実施組織として「廃炉・汚染水対策チーム」（チー

ム長：茂木経産大臣）設置を決定。 

 

（３）汚染水処理対策委員会 

第６回【９月１３日開催】、第７回【９月２７日開催】 

学識経験者、研究機関、東京電力、経産省等の委員構成。本委員会では汚染

水問題の潜在的リスクを洗いだし、汚染水対策を予防的かつ重層的に実施す

る。 

第６回では委員会の今後の進め方、国内外からの技術提案受付け、予防策の

検討等について議論。 

第７回では汚染水問題に係るリスクの洗い出しと対策の検討を議論。 

《資料１、２》 

 

（４）汚染水対策事業の公募 

  ①平成２５年度汚染水対策事業補助事業者の公募【９月１１日付】 

    凍土遮水壁（限度額 136億円）と高性能多核種除去（限度額 70億円）設備実

証事業について事業者を公募（公募締切は 10/1） 

  ②国内外から汚染水処理対策に技術提案公募【９月２０日付】 

    技術研究組合国際廃炉研究開発機構（IRID）を窓口として、汚染水貯留、汚染

水処理、海水浄化、建屋内汚染水監理、地下水監理等汚染水問題６分野について

の技術提案を国内外から公募（公募締切は 10/23） 

 

＜関連事項＞ 

・安倍首相が現地視察【９月１９日】 

～東電に対し、汚染水の期限を定めた浄化完了、福島第一原発５，６号機廃炉等

を要請。 

・衆議院経済産業委員会閉会中審査を開催し汚染水問題を審議 

【９月２７日、３０日】（参議院は 10/7に開催予定） 



汚染水問題に係るリスクの洗い出しと対策の検討 

１ 

（１）「汚染水処理対策委員会などにおける専門的知見を活用して、潜在的なリスクを洗い出し、不断に具体的な予防対応や緊急対策のあり方に   
ついて検討する。」 
（原子力災害対策本部（９月３日）「汚染水問題に関する基本方針」） 

（２）「汚染水処理対策委員会において、現場の検討も踏まえ、更なる潜在的リスクの洗い出し、対策を随時追加。今月中から集中的に実施し、年内で
とりまとめ。その後も必要に応じ実施。」 
（廃炉･汚染水対策関係閣僚等会議（９月１０日）「廃炉･汚染水問題への対応方針と具体的なアクション」） 

（１）９月１０日の「廃炉･汚染水問題への対応方針と具体的なアクション」に基づいて、汚染水処理対策委員会においてリスクの洗い出しと対策の検討
に着手。 

  ９月１３日（金）  汚染水処理対策委員会（第６回） 
     （各委員からいただいた意見・コメントにもとづき個別に議論、調整） 
  ９月２７日（金）  汚染水処理対策委員会（第７回） 
（２）現時点で実施している対策、あるいは実施予定の対策が有効に機能すれば、汚染水問題は解決に向かうと考えられるが、万一、これらの対策の

効果が十分得られない場合に備え、また、（現在問題となっていないが）潜在的なリスクを洗い出し、予防的かつ重層的な対策を講ずる。 
（３）リスクは、汚染源ごとに洗い出し、必要な対策については以下の２つに分けて整理した。 

①現行対応策の効果が万一得られない場合に、必要となり得る予防的･重層的な対応策 
（例：地下水バイパス等が稼働できない場合の更なる地下水流入抑制策） 

②今後対応の必要があるリスクの洗い出しと対応 
（例：原子炉建屋等からの汚染水の漏えいを防ぐため、建屋貫通部、建屋間のギャップの止水を実施） 

（１）技術的に困難性が伴うものについては、国内外の叡智を結集すべく、技術提案を求め、今後２ヶ月で整理･分類を行う。また、汚染水処理対策委
員会による現地調査等も速やかに実施する。 

（２）今後、汚染源ごとのリスクの程度、既存の施策の進捗･効果等の評価を踏まえ、各施策の具体的内容、優先順位付け、実施スケジュール等を決
めて、予防的･重層的な汚染水処理対策の全体像を年内にとりまとめる。 

資料１ 
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想定されるリスクの洗い出しと必要な予防的・重層的対策について 

リスク・問題点 9月3日までに実施又は実施を決定した対策 

既
に
対
策
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
リ
ス
ク
・
問
題
点 

汚染された地下水が海洋
に流出するリスク 

海側のトレンチ内の汚染水 ○海際のトレンチ内の高濃度汚染水をくみ上げ。【取り除く】 

タービン建屋海側の汚染土壌 

○建屋海側の汚染エリア護岸に水ガラスによる壁を設置。汚染エリアから 
 汚染水をくみ上げ。【漏らさない】 
○建屋海側の汚染エリアの地表をアスファルト等により舗装。【漏らさない】 
○港湾内に海側遮水壁を設置。【漏らさない】 

タンクに貯蔵されている汚染水 

○タンク及びその配管に係るパトロールを強化。【漏らさない】 
○水位計や漏えい検出器等の設置。【漏らさない】 
○鋼製横置きタンクのボルト締め接合部等強化、溶接型タンクへの移送。  
                                      【漏らさない】 
○ボルト締め型タンクから溶接型タンクへのリプレイス加速。【漏らさない】 
○多核種除去設備（ALPS）による汚染水の浄化。【取り除く】 
○より処理効率の高い浄化処理設備による汚染水の浄化。【取り除く】 
○タンク周辺の汚染された土を回収。【取り除く】 

廃棄物が漏えいして地下水が汚染され海洋に流出するリスク 
（ALPS処理後などの高濃度廃棄物を貯蔵している高性能容器
（HIC）等からの漏えい） 

○より処理効率の高い浄化処理設備による廃棄物の減容化。【漏らさない】 

汚染水の量が増加して、貯蔵タンクの不足等により汚染水が  
貯蔵できなくなるリスク 

○建屋山側で地下水をくみ上げ（地下水バイパス）。【近づけない】 

○建屋近傍の井戸で地下水をくみ上げ（サブドレン）。【近づけない】 

○建屋の周りを囲む凍土方式の陸側遮水壁を設置。【近づけない】 

○増加する汚染水を確実に貯留することができるよう、必要なタンク 
 を確実に増設。【漏らさない】 

左記の対策に加えて必要となり得る予防的・重層的な対応策 

○1号機取水口北側エリアの地盤改良。【漏らさない】 
○港湾内の汚染物質への対策。【漏らさない】【取り除く】 
   →《技術公募：海水中の放射性物質の除去技術》 

○堰のかさ上げ、二重化、横置きタンクの堰や基礎部のコンクリート化。【漏らさない】 
○側溝を暗渠化し汚染水の流入を防止。【漏らさない】 
○溶接型タンクの更なる設置加速と信頼性向上。【漏らさない】 
   →《技術公募：長期間信頼性の高い溶接型タンク》 
○タンクからの漏えい水により汚染された地下水の海洋流出防止（薬剤の注入等による汚染拡 
 大の防止）。【漏らさない】 
○ALPS増設による汚染水浄化の加速。【取り除く】 
○タンクからの微小漏えいの検出（微小漏えいを検出しやすくするための周辺地表の除染 等）。 
     →《技術公募：微小漏えい検出技術》                      【漏らさない】 
   

○高性能容器（HIC）からの廃棄物の漏えい対策（一時保管設備を覆う建屋を設置する 等）。 
                                                  【漏らさない】 
○高濃度廃棄物の更なる減容化及び安定的保管方策の策定。【漏らさない】 

○地下水の更なる流入抑制策。【近づけない】 
   →《技術公募：追加的な遮水壁の施工技術、フェイシング技術》 

○汚染水の貯蔵容量の確保 （例：タンクの大型化、洋上タンカー 等） 【漏らさない】 
    →《技術公募：大量の汚染水を長期安定的に貯蔵できる手法》 
○トリチウム水の適切な処理 （例：トリチウムの分離、大深度スペースの活用、環境に問題の 
 ない形での海洋放出 等） 
   →《技術公募：トリチウム分離技術等》 

リスク 今後必要となり得る対応 （現時点で想定される対策は以下のとおり。優先順位、スケジュール等については今後精査が必要。） 

今
後
対
応
の
必
要
が
あ
る
リ
ス
ク 

循環冷却系 
からの汚染水
漏えい 

建屋からの
汚染水が
漏えいする
リスク 

建屋からの汚染水の漏えい 

○各号機の汚染水を直接汚染水処理施設に移送する等の小ループ化。【漏らさない】 
○建屋内の汚染水の濃度低減の加速化。【取り除く】 
○汚染水が地下水に流出しないための対策（建屋外壁貫通部、建屋間ギャップの止水、建屋周辺のグラウティング 等）。【漏らさない】 
   →《技術公募：建屋内止水技術》 
○原子炉建屋深部への排水ポンプの設置等による地下水位と汚染水位のコントロール。【漏らさない】 

アウターライズ津波による建
屋内汚染水の海洋流出 

○防潮堤の設置。【漏らさない】 
○汚染水の増加に備えたタンク容量の確保。【漏らさない】 

移送配管部からの漏えい ○耐放射線性に優れた配管への取替え、配管の多重化 等。【漏らさない】 

セシウム除去装置からの漏えい ○セシウム除去装置からの汚染水の漏えい防止対策（漏えい受けの設置）【漏らさない】 

セシウム除去後の高濃度廃棄物 
○建屋の設置。【漏らさない】 
○減容化及び安定的保管方策の策定。【漏らさない】 

大規模自然災害等によるタンク等の破損 ○大量の汚染水を速やかに建屋等に移送する等、外部への排出を防止するシステムの構築。【漏らさない】 

（注１）ここに記載したリスクに加えて、
現時点では情報不足等により  
正確に把握できないリスクがあり
得ることについても対応。 

→《技術公募：地下水の挙動把握》 
 
（注２）今後、汚染源ごとのリスクの  

程度、既存の施策の進捗･効果等
の評価を踏まえ、各施策の具体
的内容、優先順位付け、実施スケ
ジュール等を決めて、予防的･重
層的な汚染水処理 対策の全体
像を年内を目途に示す。 

赤字は、現地調整会議(9月9日）

、総理の福島第一原子力発電所
訪問（9月19日）の際に実施が決
定された施策 



平成26年度中 

9月中旬～（C系9月19日から通水開始、ホット試験は9月27日に開始、A系10月下旬、B系11月中旬） 

汚染源を 
「取り除く」 

汚染源に水を 
「近づけない」 

汚染水を 
「漏らさない」 

トレンチ内の高濃度汚染水をくみ上げ、浄化 

多核種除去設備（ALPS）の不具合を修正し、ALPSを増設し、 
平成２７年４月までに全てのタンク内の水の多核種除去処理を完了する。 

建屋山側において地下水をくみ上げ 

建屋近傍の井戸により地下水をくみ上げ 

8/22～ 

稼働時期 
調整中 

平成26年9月頃 

平成26年9月 

平成25年8月 平成26年4月 平成27年4月 平成28年4月 

  凍土方式の陸側遮水壁の運用開始 凍土方式の陸側遮水壁の構築 

                                        浄化処理設備の運用 

   海側遮水壁の運用開始 海側遮水壁の設置準備 

水ガラスによる壁の設置 

8/9～ 

汚染エリアからの汚染水のくみ上げ 

8/9～ 

タンク及びその配管に係るパトロールの強化 

8/22～ 

汚染エリアの地表の防水舗装 

10月～ 

～12月中旬 

より処理効率の高い高濃度汚染水の浄化処理設備の実現 

平成26年度中 

平成26年3月 3号機トレンチ－建屋間の接続部 止水 
平成26年4月 2号機トレンチ－建屋間の接続部 止水 

1～2号機間 平成25年10月末完了予定 
2～3号機間 平成25年12月上旬完了予定 
3～4号機間 平成25年11月下旬完了予定 

1～2号機間 平成25年12月末完了予定 
2～3号機間 平成26年1月末完了予定 
3～4号機間 平成25年12月下旬完了予定 

３ 

汚染水問題に関する３つの対策 主な実施スケジュール（改訂版） 
※赤字部分が「基本
方針」からの変更点 



汚染水問題に係る国内外の叡智の結集について 

４ 

 汚染水問題への対応として、以下６分野について幅広く技術提案を募集。 

① 汚染水貯留 （貯留タンク、微小漏えい検出技術 等） 
② 汚染水処理 （トリチウム分離技術、トリチウムの長期安定的貯蔵方法 等） 
③ 港湾内の海水の浄化 （海水中の放射性Ｃｓ、Ｓｒ除去技術 等） 
④ 建屋内の汚染水管理 （建屋内止水技術、地盤改良施工技術 等） 
⑤ 地下水流入抑制の敷地管理 （遮水壁施工技術、フェーシング技術 等） 
⑥ 地下水等の挙動把握 （地質・地下水データ計測システム、水質分析技術 等） 

（１）１０月２３日までに提案があったものについて、国内外の有識者を交え、チームによる提案内容の整理・分類を実施。 

（２）この結果を汚染水処理対策委員会で検討し、１１月半ばを目処にとりまとめ、年内にとりまとめる汚染水処理対策の  
全体像に反映する。 

 

（１）９月１０日の第１回廃炉・汚染水関係閣僚等会議において、技術的困難性が伴う潜在的リスクについて、国内外の叡智
を結集するためのチームを立ち上げ、広く対応策を募集し、今後２ヶ月で当面のとりまとめを行うことを決定。 

（２）９月２０日に、国際廃炉研究開発機構（ＩＲＩＤ）を中心に、電力、ゼネコン、メーカー等の専門家からなる叡智結集のため
のチームを立ち上げ、技術提案受付を開始。（ホームページや説明会による情報発信、国内外の学会、国際会議等の 
機会を活用して募集） 



 

年内の「とりまとめ」に向けた論点 
 

平成２５年９月２７日 
汚染水処理対策委員会事務局 

 
１．取り組むべきタスク 
 
（１）地下水流動等のメカニズムの把握・分析 
（２）リスク評価（発生頻度、発生時の被害ポテンシャル）と各施策のプラ

イオリティ 
（３）現在取り組んでいる施策の評価（評価の視点、評価手法） 
（４）上記を踏まえた各施策のプライオリティの考え方  
 
２．国内外からの技術提案の反映について 
 
（１）本委員会としての整理・分類にあたっての視点 
（２）求めている技術が提案･整理されるために留意すべき点 
 
３．今後の検討体制について 
 
（１）サブグループ（テーマ、メンバー、事務サポートなど） 
（２）現地調査の進め方（事前の整理事項、重点調査箇所） 
 
４．「とりまとめ」について 
 
（１）とりまとめの方向性 
   （国際的な納得感が得られる包括的なストーリーなど） 
（２）とりまとめのイメージ･構成 
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平成２５年９月１３日現在 

 

汚染水処理対策委員会 

名簿 

 

委員長： 大西 有三 関西大学 特任教授、京都大学 名誉教授 

委員員： 出光 一哉 九州大学大学院 教授 

 西垣 誠 岡山大学大学院 教授 

 米田 稔 京都大学大学院 教授 

 山本 一良 名古屋大学 理事・副総長 

 大迫 政浩 （独）国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター長 

 藤田 光一 国土交通省国土技術政策総合研究所 研究総務官 

 丸井 敦尚 （独）産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門 総括研究主幹 

 山本 徳洋 （独）日本原子力研究開発機構（JAEA） 再処理技術開発センター 副センター長 

 小林 正彦 （株）東芝 原子力事業部 技監 

 石渡 雅幸 日立ＧＥニュークリア・エナジー(株)シニアプロジェクトマネージャ 

 鎌田 博文 （一社）日本建設業連合会 電力対策特別委員会 委員 

 相澤 善吾 東京電力（株） 代表執行役副社長 

 松本 純 東京電力（株） 原子力・立地本部 福島第一対策担当 

 糟谷 敏秀 汚染水特別対策監 

 中西 宏典 経済産業省 大臣官房審議官（エネルギー・技術担当） 

規制当局： 山本 哲也  原子力規制庁 審議官 

オブザーバー： 増子 宏 文部科学省研究開発局 原子力課長 

 渥美 雅裕 国土交通省水管理・国土保全局 河川環境課長 

 廣木 雅史 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 企画課長 

 高坂 潔 福島県 原子力専門員 

 鈴木 一弘 技術研究組合国際廃炉研究開発機構 専務理事 
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